
2025年6月6日 東京都港区芝三丁目２３番１号

株式会社JTBコミュニケーションデザイン

代表取締役　社長執行役員　藤原 卓行

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 15,340,317 流動負債 8,755,790 

現金及び預金 1,751,729 営業未払金 5,914,889 

営業未収金 12,143,855 短期借入金 700,000 

棚卸資産 190,966 リース債務 38,956 

営業前払金 236,533 未払金 384,932 

前払金 23,130 未払費用 475,110 

前払費用 93,117 未払法人税等 124,827 

短期貸付金 886,666 未払消費税等 333,353 

立替金 10,932 営業前受金 494,633 

その他 4,665 預り金 289,086 

貸倒引当金 △ 1,280 

固定資産 2,598,960 固定負債 213,323 

有形固定資産 272,601 リース債務 76,903 

建物附属設備 207,417 ⻑期未払金 7,778 

構築物 0 預り保証金 1,000 

器具備品 62,037 役員退職慰労引当金 15,450 

リース資産 3,146 退職給付引当金 112,191 

無形固定資産 413,200 

ソフトウェア 300,027 

リース資産 111,449 負 債 合 計 8,969,113 

電話加入権 693 

商標権 1,031 株主資本 8,472,597 

投資その他の資産 1,913,158 資本金 100,000 

投資有価証券 1,054,310 資本剰余金 5,532,207 

関係会社株式 80,000 その他資本剰余金 5,532,207 

出資金 20,200 利益剰余金 2,840,390 

差入保証金 530,990 利益準備金 25,000 

⻑期前払費用 26,576 その他利益剰余金 2,815,390 

繰延税金資産 20,807 別途積立金 300,000 

固定化営業債権 727,126 繰越利益剰余金 2,515,390 

⻑期預け金 179,587 (うち、当期純利益 169,276 )
貸倒引当金 △ 726,439 評価・換算差額等 497,566 

その他有価証券評価差額金 497,566 

純 資 産 合 計 8,970,164 

資 産 合 計 17,939,278 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,939,278 
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 個 別 注 記 表  
 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
① 子会社株式 

移動平均法による原価法を適用しております。 
② その他有価証券 

（a） 市場価格のない株式等以外のもの  
時価法を適用しております。 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。） 

（b） 市場価格のない株式等     
移動平均法による原価法を適用しております。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法    
商品、原材料及び貯蔵品は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）を適用しております。 
上記以外の棚卸資産は個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）を適用しております。 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 定率法を適用しております。 
（リース資産以外） ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は 

定額法を適用しております。 
（２）無形固定資産 定額法を適用しております。 

    （リース資産以外） なお、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間 
 （５年）に基づく定額法を適用しております。 

（３）リース資産       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用して 
おります。 

 
３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

（２）退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務（自己都合要支給額）を計上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。 



 

４．重要な収益及び費用の計上基準 
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を適用しており、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。 
当社事業は履行義務の充足した時又は充足するにつれて収益を認識し、売上区分別の基準は以下とし
ております。  
（１）イベント・コンベンション・展示会 

開催期間に応じ、一定の期間で収益を認識しております。 
イベント等の開催に関わらず、納品時点で顧客が使用可能となる制作物は、当該制作物の納品時
に収益を認識しております。 

（２）広告 
サービス内容に応じ、以下の通り収益を認識しております。 
複数のサービスを一体とした包括広告契約については、契約における義務を履行するにつれて
顧客が便益を享受することから、義務の履行を描写するサービスごとに細分化し収益を認識し
ております。 
・媒体 

媒体掲載期間における期間按分で収益を認識しております。 
・制作物 

制作物の納品時に収益を認識しております。ただし、媒体掲載のために制作した制作物は、媒
体掲載開始時点で収益を認識しております。 

・ライセンス契約（タレント出演・コンテンツ利用） 
契約期間における期間按分で収益を認識しております。 

・リサーチ・プランニング 
契約上の定めによる成果物の検収時に収益を認識しております。 

・進行管理費の取扱い 
進行管理費を顧客より収受する場合、見積書等で顧客に提示した料率を各サービスの収益認
識時に加算して収益を認識しております。 

・媒体等の手配の取扱い 
媒体等の手配のみをサービスとする場合、顧客から受領する対価から関連する原価を控除し
た純額を収益として認識しております。 

 （３）試験運営 
開催期間に応じ、一定の期間で収益を認識しております。試験等の開催に関わらず、納品時点 
で顧客が使用可能となる制作物は、当該制作物の納品時に収益を認識しております。 

（４）事務局運営 
契約期間における期間按分で収益を認識しております。 

（５）施設運営 
サービス内容に応じ、以下の通り収益を認識しております。 

・施設運営業務 
契約期間における期間按分で収益を認識しております。 
指定管理業務における構成企業は、自治体・顧客から受領する指定管理料対価から関連する原
価を控除した純額を収益として認識しております。 



 

・施設利用料 
使用時に収益を認識しております。 
キャンセル料は、顧客からのキャンセル申出時に収益を認識しております。 

・主催イベント等 
開催期間に応じ、一定の期間で収益を認識しております。 

・講座等 
実施期間に応じ、一定の期間で収益を認識しております。 

（６）その他 
・売電事業 

毎月の検針により使用量を計算し、それに基づき算定される料金を収益として認識しており
ます。 
ただし、直近の検針日から決算日までの期間がある場合は、その月の日数に対する未検針日数
の割合に基づき日数按分による見積計上にて収益を認識しております。 

 
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書、及び個別注記表並びに附属明細書の記載金額
は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


